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第 1 章 2020 年の消費者・企業を取り巻く環境 
1.1 2020 年の日本 
日本は 2020 年に開催されるオリンピック競技大会（東京オリンピック競技
大会・東京パラリンピック競技大会）に向けて、官民の投資が 10 兆円を越え、
経済効果は都内で約 20 兆円、そして全国で約 32 兆円に上ると試算されている。












































義）である 3)。それぞれ 2020年までに、①は 20％、②は 45ゼタバイト（Zettabyte）
／1 年、③は 71％、④は 50％、⑤は 82％が世界的に普及すると予測されている。 























Facebook、Amazon、Baidu、Alibaba、Tencent の 7 社の大手 IT 会社のいず
れかに該当すると予想している。これらに加えてBRICSやNext Elevenといっ
た国々の経済やテクノロジーによる発展も著しい。また、注目なのがボーング










































第 2 章 マーケティング 4.0 
2.1 4P から 4C へ 
コトラーはこれまでマーケティング理論を、マーケティング 1.0 は製品中心
のマーケティング、マーケティング 2.0 を消費者中心のマーケティング、マー
ケティング 3.0 を価値中心のマーケティングと理論を発展させてきた（表 1）。 
 
74 
表 1：マーケティング 1.0 から 3.0 まで 
コトラー・カルタジャヤ・セティアワン（2010） 
『コトラーのマーケティング 3.0 ソーシャルメディア時代の新法則』、19 頁 
一部筆者修正。 
マーケティング 1.0 マーケティング 2.0 マーケティング 3.0 
中心 製品 消費者 価値 
目的 製品販売 消費者満足 よりよい世界実現 
マーケティング
コンセプト 製品開発 差別化 価値 





マネジリアル・マーケティングの代表であった 4 つの P から 4 つの C へと変化
すべきであるとしている（表 2）。 
 
表 2：4 つの P から 4 つの C へ 
コトラー・カルタジャヤ・セティアワン（2017） 
『コトラーのマーケティング 4.0 スマートフォン時代の究極法則』、81-84 頁 
一部筆者修正。 




















































2.2 5A 消費者行動の変化と訴求スタイル 
2020 年のマーケティング環境を予測する場合、消費者がマスメディアとデジ
タルメディアがより利用できる環境下において、コトラーのマーケティング





ルメディアの双方を利用し、マーケティング 4.0 における消費者行動の 5 つの
A である 5A に影響を与えるマネジメントの重要性を示している（表 3）。 
 












































目標 知っている 気に入る 納得する 購買する 人に薦める 
 
































できる環境において、5 つの A の段階を経ながら商品・サービスの情報収集、
ブランドの比較検討、購買行動、再購買・他者への推奨を行っている。伝統的





図 1：マーケティング 4.0 におけるメディアミックス 
コトラー・カルタジャヤ・セティアワン（2017） 














1 段階）の情報を共有し、購買に向けた豊かな経験（第 2 段階）を導き、そして

























































































































心領域となるデジタルに対応するためには DX を導入し、2020 年以降のマーケ
ティングを実践していくことが肝要である。 
 






クア）と Oracle Social Cloud（オラクル・ソーシャルクラウド）である。 
前者が提供するプロファイラ機能は、フォームの入力履歴に加えて、自社の





























第 4 章 まとめ・今後の展望 
4.1 まとめ 
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